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2026 年８月 19 日 

各  位 
 

A b a l a n c e 株 式 会 社  

代 表 取 締 役 社 長 柳 瀬  重 人 

（コード番号：3856 東証スタンダード） 

問合せ先：人事総務本部 IR・広報部副部長  内 田  晋 

電 話 ： 0 3 - 6 8 1 0 - 3 0 2 8 （ 代 表 ） 

 

 

財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備及び 

「内部統制報告書の訂正報告書」の提出に関するお知らせ 

 

当社は、金融商品取引法第 24 条の４の４第１項に基づき、本日関東財務局に提出いたしました

第 27 期（自 2025 年 4 月１日 至 2026 年３月 31 日）の内部統制報告書において、開示すべき

重要な不備があり、財務報告に係る内部統制は有効ではない旨の記載をいたしました。また、

2026 年８月 18 日公表の「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出及び過年度の決算短信

等の訂正に関するお知らせ」に記載のとおり、過年度の有価証券報告書の訂正報告書、四半期報

告書及び半期報告書を 2026 年８月 18 日付で関東財務局に提出するとともに、本日決算短信等に

ついても訂正を行いました。 

なお、金融商品取引法第 24 条の４の５第１項に基づき、2026 年８月 18 日付で「内部統制報告

書の訂正報告書」を関東財務局に提出いたしましたので、第 27 期の内部統制報告書における重要

な不備の内容と併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ. 第 27 期（自 2025 年 4 月１日 至 2026 年３月 31 日）の内部統制報告書における開示すべき

重要な不備について 

 

１． 開示すべき重要な不備の内容 

当社は、第三者委員会による調査、検証委員会による検証、調査委員会による調査及び当社に 

よる自主点検の結果を踏まえ、財務報告に係る内部統制の有効性について再評価を実施いたしまし

た。 

その結果、当社グループにおいては、関連当事者取引、非定型・重要取引、海外子会社における

重要取引及び重要な会計判断を伴う事項について、これらを全社的に適時かつ適切に把握し、その

財務報告への影響性を評価した上で必要な是正及び改善につなげるための内部統制が十分に機能

していない状況が認められました。 

具体的には、以下の不備を認識しております。 

（１）重要情報及び重要な会計判断に関する情報共有及び検証体制が十分に機能しておらず、
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関係部署間で必要な情報の収集、伝達および共有が十分に行われていなかったこと。 

（２）取締役会、監査等委員会、内部監査及び会計監査人による牽制・監督機能並びに相互牽

制機能が十分に発揮されず、重要事項に対する検証、是正及びフォローアップが十分に

行われていなかったこと。 

（３）関連当事者取引、非定型取引、海外子会社取引、重要な会計上の見積り及び開示判断に

係る財務報告リスク並びに不正リスクについて、十分な識別、評価、再評価及び対応が

行われていなかったこと。 

（４）経理部門を中心とする財務報告関連部門において、業務の複雑性及び財務報告リスクに

見合う人的基盤及び専門性が十分に確保されておらず、重要な会計判断、決算処理及び

開示判断に係るレビュー及び検証機能が十分に機能していなかったこと。 

（５）内部統制上の不備及び重要事項に対する是正措置並びにフォローアップを十分に機能さ

せるためのモニタリング体制が整備及び運用されていなかったこと。 

これらの不備は、統制環境、リスク評価、情報と伝達およびモニタリングに係る全社的

な内部統制並びに決算・財務報告プロセスに影響を及ぼすものであり、財務報告の信頼

性に重要な影響を与える可能性があることから、開示すべき重要な不備に該当すると判

断いたしました。 

 

２． 事業年度末までに是正できなかった理由 

上記の開示すべき重要な不備は、第三者委員会による調査、検証委員会による検証、調査委員会

による調査及び当社による自主点検の過程において判明したものであります。これらの調査及び検

証は事業年度末日後も継続して実施されていたことから、評価基準日時点においては不備の全容及

び財務報告への影響を十分に把握することができませんでした。 

また、本件は関連当事者取引、非定型・重要取引、海外子会社管理、決算・財務報告プロセス及

びモニタリング体制等、当社グループの全社的な内部統制に広範に影響するものであり、是正のた

めには内部統制体制、経理体制及びモニタリング体制の抜本的見直し並びに運用状況の検証が必要

であったことから、事業年度末日までに是正措置を完了することが出できませんでした。 

 

３． 開示すべき重要な不備の是正方針 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を十分に認識しており、開示すべき重要な不備を是正

するため、以下の施策を実施してまいります。 

 重要取引及び重要な会計判断に関する情報共有及び検証体制の強化 

 取締役会、監査等委員会、内部監査及び会計監査人との連携強化による監督機能の充実 

 関連当事者取引、非定型取引及び海外子会社取引に係るリスク管理体制の強化 

 経理及び財務報告関連部門の人員拡充並びに専門性向上 

 海外子会社管理体制及び報告体制の強化 

 是正措置の進捗管理及びフォローアップを含むモニタリング体制の強化 

 財務報告に係る内部統制評価体制の見直し及び継続的改善 

当社は、これらの改善施策を着実に実行し、内部管理体制、経理体制及びモニタリング体制の見

直し及び強化を進めることで、適正な内部統制の整備及び運用を図ってまいります。 
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４． 財務諸表に与える影響 

上記の開示すべき重要な不備に起因して現時点で認識している必要な修正事項については、連結

財務諸表及び財務諸表に反映しております。 

一方で、当社グループにおいては、有償支給取引に関する内部統制が十分に構築されておらず、

複雑な資本構造及び複数子会社を経由する取引構造により、関連する取引を網羅的に把握すること

が困難な状況にあります。 

この結果、連結財務諸表に重要かつ広範な影響を及ぼす可能性がありますが、その影響を反映さ

せる場合における連結財務諸表項目及び金額並びに注記が明らかでないため、連結財務諸表には反

映しておりません。 

  

５． 財務諸表の監査報告における監査意見 

2026 年３月期の連結財務諸表及び財務諸表に対する監査報告書において、監査法人より意見不

表明の監査意見を受領しております。 

 

Ⅱ過年度の内部統制報告書の訂正について 

 

１．訂正の対象となる内部統制報告書  

第 22 期（2021 年６月期）内部統制報告書（自 2020 年７月１日 至 2021 年６月 30 日） 

第 23 期（2022 年６月期）内部統制報告書（自 2021 年７月１日 至 2022 年６月 30 日） 

第 24 期（2023 年６月期）内部統制報告書（自 2022 年７月１日 至 2023 年６月 30 日） 

第 25 期（2024 年６月期）内部統制報告書（自 2023 年７月１日 至 2024 年６月 30 日） 

第 26 期（2025 年３月期）内部統制報告書（自 2024 年７月１日 至 2025 年３月 31 日） 

 

２．訂正の内容  

上記の各内部統制報告書の記載事項のうち、３【評価結果に関する事項】を以下のとおり訂正

いたします。訂正箇所は下線を付して表示しております。  

 

（１）第 22 期（2021 年６月期）内部統制報告書（自 2020 年７月１日 至 2021 年６月 30 日）

及び第 26 期（2025 年３月期）内部統制報告書（自 2024 年７月１日 至 2025 年３月 31 日） 

 

３．【評価結果に関する事項】  

 

（訂正前） 

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は

有効であると判断しました。 

 

（訂正後） 

当社は、2024年３月に監査等委員会による調査報告書に基づき、有価証券報告書等の訂正を行い

ましたが、訂正要因である過去の有償支給取引の経緯及び理由等に疑義が生じたため、2025年９月

に第三者委員会を設置し、2025年12月に第三者委員会の調査報告書を公表しました。さらに、外部
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専門家で構成される検証委員会を設置し、事実関係の精査を進めてまいりました。その後、2026年

２月に公表した検証委員会の検証結果及び2026年６月に公表した調査委員会の調査結果を受領し、

過年度における不適切な会計処理の内容および財務諸表への影響について確認を進めてまいりま

した。その結果、連結子会社における有償支給取引に関する会計処理を含む複数の会計論点につい

て修正を要する事項等が判明いたしました。 

また、当社およびグループ会社を対象とした自主点検を実施し、類似取引の調査を含め必要な修正

項目の網羅性の確認を進めてまいりました。これらの調査及び自主点検の結果を踏まえ、主に、海

外子会社を含めた有償支給取引に関する会計処理に関して修正が必要であることが判明したため、

過去に提出済みの有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表等を訂正するこ

とといたしました。 

当該訂正の原因となった事実関係及びその背景について調査及び検証を行った結果、当社グループ

においては、関連当事者取引、非定型・重要取引、海外子会社における重要取引及び重要な会計上

の判断を伴う事項に関し、これらを全社的に適時かつ適切に把握し、その財務報告への影響の重要

性を評価したうえで、必要な是正及び改善につなげるための内部統制が十分に機能していなかった

ことが判明いたしました。 

 

具体的には、以下のような不備を認識しております。 

 

１．重要情報及び重要な会計判断に関する情報共有及び検証体制が十分に機能しておらず、関係部

署間で必要な情報の収集、伝達及び共有が適時かつ適切に行われていなかったこと 

 

２．取締役会、監査等委員会、内部監査及び会計監査人による牽制・監督機能並びに相互牽制機能

が十分に発揮されず、重要事項に対する検証、是正及びフォローアップが実効的に行われていなか

ったこと 

 

３．関連当事者取引、非定型取引、海外子会社取引、重要な会計上の見積り及び開示判断に係る財

務報告リスク並びに不正リスクについて、十分な識別、評価、再評価及び対応が行われていなかっ

たこと 

 

４．経理部門を中心とする財務報告関連部門において、業務の複雑性及び財務報告リスクに見合う

人的基盤及び専門性が十分に確保されておらず、重要な会計判断、決算処理及び開示判断に係るレ

ビュー及び検証機能が十分に機能していなかったこと 

 

５．内部統制上の不備及び重要事項に対する是正措置並びにフォローアップを十分に機能させるた

めのモニタリング体制が整備及び運用されていなかったこと 

 

これらの不備の背景として、経営者は事業規模の拡大及び財務報告リスクの増大に応じて、国内外

のグループ会社を含む内部統制体制、経理体制及びモニタリング体制の整備及び強化を十分に実施

できておらず、重要な取引及び事象並びに重要な会計判断に適切に対応するための統制環境が十分

に構築されていませんでした。 

 

その結果、重要情報及び重要な会計判断に関する情報が組織内で十分に共有及び検証されず、関係

部署間の連携及び相互牽制並びにチェック機能が十分に機能していない状況が認められました。 

 

また、取締役会、監査等委員会、内部監査及び会計監査人による牽制・監督機能、財務報告リスク

及び不正リスクの識別・評価・再評価、重要情報の収集・伝達・共有並びに是正措置及びフォロー

アップを行うモニタリング体制が十分に機能していませんでした。 

 

加えて、海外子会社における重要取引及び非定型取引に関し、東京本社において当該取引に係る会

計上の論点を適時かつ十分に識別し、必要な会計処理方針を策定し、海外子会社及び関係部署へ伝

達するための統制が十分に整備及び運用されていませんでした。 
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その結果、グループとして海外子会社においても重要取引に係る会計処理及び報告に関する統制が

十分に構築されず、必要な決算処理が財務報告に適切に反映されない状況が認められました。 

 

これらの不備は、統制環境、リスク評価、情報と伝達及びモニタリングに係る全社的な内部統制並

びに決算・財務報告プロセスに影響を及ぼすものであり、財務報告の信頼性に重要な影響を与える

可能性があることから、開示すべき重要な不備に該当すると判断しております。 

 

上記の開示すべき重要な不備には、内部統制の評価基準日後に実施した調査等により判明した事項

が含まれておりますが、これらの不備は当該評価基準日時点において既に存在していたものと判断

しております。 

 

なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する現時点で認識している必要な修正は、連結財務諸表

に反映しておりますが、連結財務諸表注記追加情報（不適切会計処理に関する調査及び検証の状況

について）に記載のとおり、グループ全体として有償支給取引に関連する内部統制が構築されてお

らず、複雑な資本構造や複数子会社を経由する取引構造により、同取引を網羅的に把握することが

困難な状況となっております。 

 

この結果、連結財務諸表に重要かつ広範な影響を及ぼす可能性がありますが、その影響を反映させ

る場合における連結財務諸表項目及び金額並びに注記が明らかでないため、連結財務諸表には反映

しておりません。 

 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を十分に認識しており、開示すべき重要な不備を是正す

るため、内部統制体制、経理体制及びモニタリング体制の見直し及び強化を進め、適正な内部統制

の整備及び運用を図ってまいります。 

 

（２）第23期（2022年６月期）内部統制報告書（自 2021年７月１日 至 2022年６月30日）、 

第24期（2023年６月期）内部統制報告書（自 2022年７月１日 至 2023年６月30日） 

 

３【評価結果に関する事項】 

 

（訂正前） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告の適正性に重要な影響を及ぼすもの

であり、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業年度末日時点

において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 

 

記 

 

当社の連結子会社であるWWB株式会社と太陽光発電所の建設工事業者との間の一部の取引におい

て有償支給取引が行われており、収益認識に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第

30号）に照らすと売上及び売上原価が誤って計上されていることが判明いたしました。 

過去の類似取引を調査した結果、類似取引が存在することが判明したことから、過年度の決算を訂

正するとともに、2022年６月期から2023年６月期までの有価証券報告書について、訂正報告書を提

出いたしました。 

また、当社監査等委員会による調査の結果、当社の社外取締役より以下のような内部統制上の不備

が指摘されました。 

 

(1)WWB株式会社の事業部において有償支給取引の会計処理にかかる理解が十分ではなかったこと。 

(2)当該有償支給取引にかかる必要な情報がWWB株式会社の事業部と当社経理部の間で十分に共有

されず、結果的に当社経理部の当該取引に関する理解が十分でなかったため、当社経理部において

当該取引が有償支給取引に該当すると判断出来なかったこと。また、監査法人に対して本件取引に

関する重要な情報が網羅的に開示されなかったこと。 

(3)一部の連結決算担当者に業務が集中し、会社の連結決算が機械的に処理されていたことにより、
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有償支給取引にかかる会計処理が適切に行われなかったこと。 

 

これらの不備は、当社の財務報告に重要な影響を及ぼす可能性が高いものであると考えられるため、

当社の連結財務諸表作成プロセス（決算財務プロセス）に関する内部統制において、財務報告に係

る内部統制の開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。 

上記の財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備につきましては、当該事項の判明が当事業

年度の末日後であったため、当事業年度の末日までに是正することができませんでした。また、上

記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、すべて財務諸表に反映いたしました。 

 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を強く認識しており、これらの開示すべき重要な不備を

是正するために、監査等委員会からの指摘・提言も踏まえ、以下の再発防止策を策定・実行し、適

切な内部統制の整備及び運用を図ってまいります。 

 

(再発防止策) 

(1) 有償支給取引に関する経理通達の策定及びその周知徹底 

①有償支給取引に関する経理通達の策定 

②有償支給取引にかかる業務プロセスの整備及び運用 

③有償支給取引の会計処理に関する社内研修会の開催 

 

(2) 有償支給取引に関する事業部及び経理部との情報共有化 

①プロジェクト開発部の開発案件ごとの詳細（部材支給の有無等）のワークフローでの承認等によ

る情報の共有化 

②プロジェクト開発案件等について検討を行う投資委員会への当社経理部長の出席及び入手した

情報の当社経理部内での共有化 

 

(3) 管理部門における人員の拡充及び役割分担の適正化 

①良質な人材の確保 

②当社経理部及び当社経理部内の職務分担の明確化並びに適正化 

 

以 上 

 

（訂正後） 

当社は、2024年３月に監査等委員会による調査報告書に基づき、有価証券報告書等の訂正を行い

ましたが、訂正要因である過去の有償支給取引の経緯及び理由等に疑義が生じたため、2025年９月

に第三者委員会を設置し、2025年12月に第三者委員会の調査報告書を公表しました。さらに、外部

専門家で構成される検証委員会を設置し、事実関係の精査を進めてまいりました。その後、2026年

２月に公表した検証委員会の検証結果及び2026年６月に公表した調査委員会の調査結果を受領し、

過年度における不適切な会計処理の内容および財務諸表への影響について確認を進めてまいりま

した。その結果、連結子会社における有償支給取引に関する会計処理を含む複数の会計論点につい

て修正を要する事項等が判明いたしました。 

また、当社およびグループ会社を対象とした自主点検を実施し、類似取引の調査を含め必要な修正

項目の網羅性の確認を進めてまいりました。これらの調査及び自主点検の結果を踏まえ、主に、海

外子会社を含めた有償支給取引に関する会計処理に関して修正が必要であることが判明したため、

過去に提出済みの有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表等を訂正するこ

とといたしました。 

当該訂正の原因となった事実関係及びその背景について調査及び検証を行った結果、当社グループ

においては、関連当事者取引、非定型・重要取引、海外子会社における重要取引及び重要な会計上

の判断を伴う事項に関し、これらを全社的に適時かつ適切に把握し、その財務報告への影響の重要

性を評価したうえで、必要な是正及び改善につなげるための内部統制が十分に機能していなかった

ことが判明いたしました。 

 

具体的には、以下のような不備を認識しております。 
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１．重要情報及び重要な会計判断に関する情報共有及び検証体制が十分に機能しておらず、関係部

署間で必要な情報の収集、伝達及び共有が適時かつ適切に行われていなかったこと 

 

２．取締役会、監査等委員会、内部監査及び会計監査人による牽制・監督機能並びに相互牽制機能

が十分に発揮されず、重要事項に対する検証、是正及びフォローアップが実効的に行われていなか

ったこと 

 

３．関連当事者取引、非定型取引、海外子会社取引、重要な会計上の見積り及び開示判断に係る財

務報告リスク並びに不正リスクについて、十分な識別、評価、再評価及び対応が行われていなかっ

たこと 

 

４．経理部門を中心とする財務報告関連部門において、業務の複雑性及び財務報告リスクに見合う

人的基盤及び専門性が十分に確保されておらず、重要な会計判断、決算処理及び開示判断に係るレ

ビュー及び検証機能が十分に機能していなかったこと 

 

５．内部統制上の不備及び重要事項に対する是正措置並びにフォローアップを十分に機能させるた

めのモニタリング体制が整備及び運用されていなかったこと 

 

これらの不備の背景として、経営者は事業規模の拡大及び財務報告リスクの増大に応じて、国内外

のグループ会社を含む内部統制体制、経理体制及びモニタリング体制の整備及び強化を十分に実施

できておらず、重要な取引及び事象並びに重要な会計判断に適切に対応するための統制環境が十分

に構築されていませんでした。 

 

その結果、重要情報及び重要な会計判断に関する情報が組織内で十分に共有及び検証されず、関係

部署間の連携及び相互牽制並びにチェック機能が十分に機能していない状況が認められました。 

 

また、取締役会、監査等委員会、内部監査及び会計監査人による牽制・監督機能、財務報告リスク

及び不正リスクの識別・評価・再評価、重要情報の収集・伝達・共有並びに是正措置及びフォロー

アップを行うモニタリング体制が十分に機能していませんでした。 

 

加えて、海外子会社における重要取引及び非定型取引に関し、東京本社において当該取引に係る会

計上の論点を適時かつ十分に識別し、必要な会計処理方針を策定し、海外子会社及び関係部署へ伝

達するための統制が十分に整備及び運用されていませんでした。 

 

その結果、グループとして海外子会社においても重要取引に係る会計処理及び報告に関する統制が

十分に構築されず、必要な決算処理が財務報告に適切に反映されない状況が認められました。 

 

これらの不備は、統制環境、リスク評価、情報と伝達及びモニタリングに係る全社的な内部統制並

びに決算・財務報告プロセスに影響を及ぼすものであり、財務報告の信頼性に重要な影響を与える

可能性があることから、開示すべき重要な不備に該当すると判断しております。 

 

上記の開示すべき重要な不備には、内部統制の評価基準日後に実施した調査等により判明した事項

が含まれておりますが、これらの不備は当該評価基準日時点において既に存在していたものと判断

しております。 

 

なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する現時点で認識している必要な修正は、連結財務諸表

に反映しておりますが、連結財務諸表注記追加情報（不適切会計処理に関する調査及び検証の状況

について）に記載のとおり、グループ全体として有償支給取引に関連する内部統制が構築されてお

らず、複雑な資本構造や複数子会社を経由する取引構造により、同取引を網羅的に把握することが

困難な状況となっております。 
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この結果、連結財務諸表に重要かつ広範な影響を及ぼす可能性がありますが、その影響を反映させ

る場合における連結財務諸表項目及び金額並びに注記が明らかでないため、連結財務諸表には反映

しておりません。 

 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を十分に認識しており、開示すべき重要な不備を是正す

るため、内部統制体制、経理体制及びモニタリング体制の見直し及び強化を進め、適正な内部統制

の整備及び運用を図ってまいります。 

 

（３）第25期（2024年６月期）内部統制報告書（自 2023年７月１日 至 2024年６月30日） 

 

３【評価結果に関する事項】 

 

（訂正前） 

下記に記載した財務報告に係る内部統制に関する事項の不備は、財務報告の適正性に重要な影響

を及ぼすものであり、開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業

年度末日時点において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。 

 

記 

 

当社の連結子会社であるWWB株式会社と太陽光発電所の建設工事業者との間の一部の取引において

有償支給取引が行われており、収益認識に関する会計基準の適用指針（企業会計基準適用指針第30

号）に照らすと売上及び売上原価が誤って計上されていることが判明いたしました。 

過去の類似取引を調査した結果、類似取引が存在することが判明したことから、過年度の決算を訂

正するとともに、2022年６月期から2023年６月期までの有価証券報告書について、訂正報告書を提

出いたしました。 

また、当社監査等委員会による調査の結果、当社の社外取締役より以下のような内部統制上の不備

が指摘されました。 

 

1.WWB株式会社の事業部において有償支給取引の会計処理にかかる理解が十分ではなかったこと。 

2.当該有償支給取引にかかる必要な情報がWWB株式会社の事業部と当社経理部の間で十分に共有さ

れず、結果的に当社経理部の当該取引に関する理解が十分でなかったため、当社経理部において当

該取引が有償支給取引に該当すると判断出来なかったこと。また、監査法人に対して本件取引に関

する重要な情報が網羅的に開示されなかったこと。 

3.一部の連結決算担当者に業務が集中し、会社の連結決算が機械的に処理されていたことにより、

有償支給取引にかかる会計処理が適切に行われなかったこと。 

 

これらの不備は、当社の財務報告に重要な影響を及ぼす可能性が高いものであり、当社の決算財務

報告プロセスにおいて、財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備に該当すると判断いたし

ました。 

上記の財務報告に係る内部統制の開示すべき重要な不備につきましては、下記の再発防止のための

改善措置を実行中でありますが、十分な改善の期間を確保することが出来なかったことから、事業

年度末日までに是正を完了できませんでした。 

 

なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、すべて財務諸表に反映いたしました。 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を強く認識しており、これらの開示すべき重要な不備を

是正するために、監査等委員会からの指摘・提言も踏まえ、下記の再発防止策を実行し、適切な内

部統制の整備及び運用を図ってまいります。 

 

(再発防止策) 

(1) 有償支給取引に関する経理通達の策定及びその周知徹底 

①有償支給取引に関する経理通達の策定 

②有償支給取引にかかる業務プロセスの整備及び運用 
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③有償支給取引の会計処理に関する社内研修会の開催 

 

(2) 有償支給取引に関する事業部及び経理部との情報共有化 

①プロジェクト開発部の開発案件ごとの詳細（部材支給の有無等）のワークフローでの承認等によ

る情報の共有化 

②プロジェクト開発案件等について検討を行う投資委員会への当社経理部長の出席及び入手した

情報の当社経理部内での共有化 

 

(3) 管理部門における人員の拡充及び役割分担の適正化 

①良質な人材の確保 

②当社経理部及び当社経理部内の職務分担の明確化並びに適正化 

 

（訂正後） 

当社は、2024年３月に監査等委員会による調査報告書に基づき、有価証券報告書等の訂正を行い

ましたが、訂正要因である過去の有償支給取引の経緯及び理由等に疑義が生じたため、2025年９月

に第三者委員会を設置し、2025年12月に第三者委員会の調査報告書を公表しました。さらに、外部

専門家で構成される検証委員会を設置し、事実関係の精査を進めてまいりました。その後、2026年

２月に公表した検証委員会の検証結果及び2026年６月に公表した調査委員会の調査結果を受領し、

過年度における不適切な会計処理の内容および財務諸表への影響について確認を進めてまいりま

した。その結果、連結子会社における有償支給取引に関する会計処理を含む複数の会計論点につい

て修正を要する事項等が判明いたしました。 

 

また、当社およびグループ会社を対象とした自主点検を実施し、類似取引の調査を含め必要な修正

項目の網羅性の確認を進めてまいりました。これらの調査及び自主点検の結果を踏まえ、主に、海

外子会社を含めた有償支給取引に関する会計処理に関して修正が必要であることが判明したため、

過去に提出済みの有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表等を訂正するこ

とといたしました。 

 

当該訂正の原因となった事実関係及びその背景について調査及び検証を行った結果、当社グループ

においては、関連当事者取引、非定型・重要取引、海外子会社における重要取引及び重要な会計上

の判断を伴う事項に関し、これらを全社的に適時かつ適切に把握し、その財務報告への影響の重要

性を評価したうえで、必要な是正及び改善につなげるための内部統制が十分に機能していなかった

ことが判明いたしました。 

 

具体的には、以下のような不備を認識しております。 

 

１．重要情報及び重要な会計判断に関する情報共有及び検証体制が十分に機能しておらず、関係部

署間で必要な情報の収集、伝達及び共有が適時かつ適切に行われていなかったこと 

 

２．取締役会、監査等委員会、内部監査及び会計監査人による牽制・監督機能並びに相互牽制機能

が十分に発揮されず、重要事項に対する検証、是正及びフォローアップが実効的に行われていなか

ったこと 

 

３．関連当事者取引、非定型取引、海外子会社取引、重要な会計上の見積り及び開示判断に係る財

務報告リスク並びに不正リスクについて、十分な識別、評価、再評価及び対応が行われていなかっ

たこと 

 

４．経理部門を中心とする財務報告関連部門において、業務の複雑性及び財務報告リスクに見合う

人的基盤及び専門性が十分に確保されておらず、重要な会計判断、決算処理及び開示判断に係るレ

ビュー及び検証機能が十分に機能していなかったこと 

 

５．内部統制上の不備及び重要事項に対する是正措置並びにフォローアップを十分に機能させるた
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めのモニタリング体制が整備及び運用されていなかったこと 

 

これらの不備の背景として、経営者は事業規模の拡大及び財務報告リスクの増大に応じて、国内外

のグループ会社を含む内部統制体制、経理体制及びモニタリング体制の整備及び強化を十分に実施

できておらず、重要な取引及び事象並びに重要な会計判断に適切に対応するための統制環境が十分

に構築されていませんでした。 

 

その結果、重要情報及び重要な会計判断に関する情報が組織内で十分に共有及び検証されず、関係

部署間の連携及び相互牽制並びにチェック機能が十分に機能していない状況が認められました。 

 

また、取締役会、監査等委員会、内部監査及び会計監査人による牽制・監督機能、財務報告リスク

及び不正リスクの識別・評価・再評価、重要情報の収集・伝達・共有並びに是正措置及びフォロー

アップを行うモニタリング体制が十分に機能していませんでした。 

 

加えて、海外子会社における重要取引及び非定型取引に関し、東京本社において当該取引に係る会

計上の論点を適時かつ十分に識別し、必要な会計処理方針を策定し、海外子会社及び関係部署へ伝

達するための統制が十分に整備及び運用されていませんでした。 

 

その結果、グループとして海外子会社においても重要取引に係る会計処理及び報告に関する統制が

十分に構築されず、必要な決算処理が財務報告に適切に反映されない状況が認められました。 

 

これらの不備は、統制環境、リスク評価、情報と伝達及びモニタリングに係る全社的な内部統制並

びに決算・財務報告プロセスに影響を及ぼすものであり、財務報告の信頼性に重要な影響を与える

可能性があることから、開示すべき重要な不備に該当すると判断しております。 

 

上記の開示すべき重要な不備には、内部統制の評価基準日後に実施した調査等により判明した事項

が含まれておりますが、これらの不備は当該評価基準日時点において既に存在していたものと判断

しております。 

 

なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する現時点で認識している必要な修正は、連結財務諸表

に反映しておりますが、連結財務諸表注記追加情報（不適切会計処理に関する調査及び検証の状況

について）に記載のとおり、グループ全体として有償支給取引に関連する内部統制が構築されてお

らず、複雑な資本構造や複数子会社を経由する取引構造により、同取引を網羅的に把握することが

困難な状況となっております。 

 

この結果、連結財務諸表に重要かつ広範な影響を及ぼす可能性がありますが、その影響を反映させ

る場合における連結財務諸表項目及び金額並びに注記が明らかでないため、連結財務諸表には反映

しておりません。 

 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を十分に認識しており、開示すべき重要な不備を是正す

るため、内部統制体制、経理体制及びモニタリング体制の見直し及び強化を進め、適正な内部統制

の整備及び運用を図ってまいります。 

 

３．財務諸表に与える影響 

 上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、すべて反映しており、当事業年度の財務

諸表に与える影響はありません。 

 

４．財務諸表の監査報告における監査意見 

 当社の2026年３月期の連結財務諸表及び財務諸表に対する監査報告書については、会計監査人で

ある有限責任中部総合監査法人より意見不表明の監査意見を受領しております。 

                                        以 上 


